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Ⅰ　はじめに
　本稿で検討の対象にするのは，銀行融資に保証した信用保証協会が，当該保
証契約の錯誤無効を主張してこれが排斥された高裁判決である。同じく信用保
証協会の錯誤無効の主張が争われ，これが認容された高裁レベルの先例に，東
京高判平成19・12・13金法1829号46頁がある。いずれも融資詐欺に起因する事
件であり，この被害者としての立場に立つこととなった銀行・信用保証協会の
リスク分配の問題が，錯誤（動機の錯誤）による契約の効力の問題として争わ
れたもので，その要件論とともに，このような方法が問題処理として適切なの
か問題の存するところである。また，動機の錯誤は，現在，債権法を中心とす
る民法の改正の 1項目として検討が進められているが，そこで示された方向性
が，ここで取り上げた問題を解決する手法として適切なものであるかどうかも
検討を要しよう。
　また，近時，景気対策として信用保証協会の保証による銀行融資が奨励され
ることが多いが，この場合の主たる債務者はこれに相応しい資格を有すること
1）
2）
拙稿「信用保証協会との保証契約と錯誤無効」金法1834号94頁以下（2008年）。
信用保証協会の保証は，日本政策金融公庫による中小企業信用保険制度によってそのリスクが
カバーされており，そのため保証の対象は，中小企業信用保険法 2条 1項に定める「政令で定め
る業種に属する事業を行う中小企業者」であり，そして，「事業を行う」とは，信用保険業務実
施細則により，当該借入人が借入時において客観的にその事業に着手していることが明らかもの
とされており（平野真由「本判決判批」銀行実務2012年 5 月号84頁参照），すでに事業を行って
1）
2）
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が前提になる。そこで，融資実行後にその資格を有しないことが判明した場合，
信用保証協会は保証契約の錯誤無効を主張して代位弁済を拒否できるかどうか
も問題になる。さらに，主債務者がいわゆる反社会的勢力に該当することが判
明，排除の対象となって不良債権化した場合なども，同様の考え方によること
ができるかどうかも問題になろう。
Ⅱ　事案および判決
1 ．事案の概要
⑴　本件融資は沖縄県中小企業振興資金融資制度に基づき，沖縄県内に居住し，
所要資金の20パーセント以上を自己資金で賄える者であって，商工会，商工会
議所，県中小企業支援センターの創業者支援資金創業計画作成指導を受け，創
業者支援資金創業計画書を作成して，商工会，商工会議所等がそれらの書類を
もとにして融資の必要性，妥当性，償還能力の審査を行い，融資が適当と判断
された場合には，商工会，商工会議所等が実際に融資を行う金融機関に融資の
依頼をするものである。融資の依頼を受けた金融機関は，商工会，商工会議所
等から送付された各書類および融資希望者本人からの聞き取り等の審査を行い，
融資が適当であると判断した場合には，信用保証依頼書を作成して，関係書類
とともにＹ（沖縄県信用保証協会）に送付して，Ｙに対し融資の信用保証を依頼
する。Ｙは，融資申込者，商工会，商工会議所等，金融機関が作成した関係書
類をもとに信用保証の適否について独自に審査を行うが，特異な事情がない限
り，融資申込者に対して直接，面接等により聞き取りを行うことはない。Ｙは，
3）
いる者に対する事業資金の融資の保証が原則である。しかし，創業者向けの特別な保証制度の対
象になる場合は，創業者も保証対象になり，この場合は新たに事業を開始する「具体的計画」に
ついて，信用保証協会がその妥当性を判断することとされている（関沢正彦・江口浩一郎監修
『信用保証協会の保証［第 4版］』72頁（2009年，金融財政事情研究会））。
銀行取引約定書（銀行）・信用保証委託契約書（信用保証協会）においては，ほぼ同一内容の
「暴力団排除条項」が規定されている。ここでは，元暴力団，共生者等も含め広く「暴力団等」
と定義し，取引開始時にこれら該当しないことを表明保証し，取引開始後にこれに該当すること
が明らかになった場合は，契約を解除できる旨が定められている。この問題に関して，ごく最近，
信用保証協会の締結した保証契約の主債務者が反社会的勢力に該当するとして当該保証契約の錯
誤無効の主張を認めた裁判例が公表された（神戸地姫路支判平成24・ 6 ・29金判1396号35頁）。
3）
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創業事業の概要や資金計画，収支予想，事業リスク等が記載された創業者支援
資金創業計画書，その内容を裏付ける領収書や見積書の各種資料を中心にして，
創業する事業が本件融資制度の対象事業か，所要資金の20パーセントを自己資
金でまかなえるか，融資金の使途目的が適切か，償還可能か等を検討し，信用
保証の適否について判断をする。Ｙによる信用保証実行の決定を待って，金融
機関による融資が実施される。
⑵　Ａ・Ｂは，⑴の本件融資制度が存在すること，およびその申込手続等を聞
かされ，金融機関から融資金名目に金をだまし取る計画を立て，数回にわたり
商工会の担当者に対して真実に反する内容を話し，Ａ・Ｂの話を真実と信じた
同担当者の説明に従って，創業者支援資金創業計画書を作成した。Ａ・Ｂは，
商工会の担当者と共にＸ（沖縄海邦銀行）支店に行き，融資あっせん申込書お
よびその添付書類，商工会の意見書等を提出し，正式に本件融資制度による融
資を申し込んだ。Ｘ銀行支店の担当者らは，所定の決済手続きを経て，Ｙに対
し，Ａ・Ｂへの貸付を適当と認めるので信用保証を依頼する旨記載した信用保
証依頼書と関係書類を送付した。（Ｘ銀行担当者らは，Ａが事業所予定場所と申告し
たアパートを訪問し，ドアに店名が記載されたプレートが貼られていることや部屋の中
にＡが開業準備として購入した旨申告していたパソコン，冷蔵庫，テーブルがあること
を確認している。）
⑶　Ｙ担当者は，創業者支援資金創業計画書，その裏付け資料となる領収書，
見積書，Ａの自己資金の裏付け資料，融資あっせん申込書，商工会の意見書，
貸付稟議書，信用保証委託申込書，信用保証依頼書等の内容を審査した上，こ
れらの書類の記載内容が，本件融資制度の融資条件をみたしていると判断して
信用保証を実行することを決定したので，ＸからＡに対し融資金860万円を，
Ｂに対しても，ほぼ同様の経緯を経て，融資金838万円を交付した。
⑷　Ａ・Ｂは，Ｘに対し，元利金の一部を支払ったが，その余の支払を遅滞し，
それぞれ期限の利益を喪失した。後に，Ａ・Ｂは，新たに事業を始める意思は
なく，これを仮装していたことが判明したので，詐欺罪により有罪の判決を受
けた。
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⑸　Ｘは，本件各保証契約に基づき，Ｙに対し，Ａ・Ｂ分につきＸに対する債
務の代位弁済を請求した。これに対しＹは，Ａ・Ｂが創業すると見せかけ，虚
偽の書類等を提出し，創業者支援のための融資金を詐取したことで詐欺罪に処
せられており，Ａ・Ｂへの融資は創業の実体がない先への融資であることから，
本件保証契約は，錯誤により無効であると主張して，Ｘの請求を争った。
2 ．当事者の主張
【被告Ｙの主張】
⑴　本件各保証契約は，本件融資制度に係る融資の保証であり，保証の対象と
なる者は，本件融資制度の要件である「創業に着手していることが客観的に明
らかで，かつ，事業を開始する者」であることが当然かつ必須の条件である。
このことは，保証依頼書や保証書等にも本件融資制度に係る融資の保証である
旨明記され，本件各保証契約の内容となっている。しかるに，債務者Ａ・Ｂら
は，本件融資制度を悪用して融資金を詐取したものであって，創業着手の事実
も事業開始の事実もなく，本件融資制度の要件に該当する者ではなかった。Ｙ
は，債務者Ａ・Ｂらが本件融資制度の要件に該当する者である旨を信じて，本
件各保証契約を締結したものであり，債務者Ａ・Ｂらが本件融資制度の要件に
該当しない旨を知っていれば，当然，本件各保証契約を締結しなかった。した
がって，本件各保証契約は，要素の錯誤により無効であり，Ｙは，これらの契
約に基づく責任を負わない。
⑵　Ｙの錯誤を動機の錯誤ととらえた場合であっても，本件融資制度の対象者
に対する融資の保証をするというＹの動機は明確に表示されている。すなわち，
本件各保証契約が，本件融資制度の融資対象者に対する融資の保証に限定され
ていることは制度上当然の前提であり，融資申込書や保証依頼書，保証書等に
本件融資制度に基づく融資対象者に対する融資保証である旨が明示され，これ
らの書類は，Ｘを介してＹに提出されるものであるから，保証の際の動機は，
Ｘに対し明らかに明示され，Ｘも熟知しているものといえる。
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【原告Ｘの主張】
⑴　客観的に見て創業の準備行為に着手している者への貸付がされることが主
債務の成立の前提条件であって，債務者Ａ・Ｂらは客観的に見て創業の準備行
為に着手していたのであるから，融資の前提条件に欠けることはなかった。し
たがって，Ｙが主張する錯誤は，主債務の成否の重要な部分に錯誤はなく，要
素の錯誤に該当しない。
⑵　真に創業の意思を有するか否かについては，本件各保証契約締結時におい
て客観的に把握できない事項である。したがって，これは動機の錯誤に過ぎな
いし，それが明示的に表示されていない以上，本件各保証契約の意思内容とな
っているとは認められない。動機の表示があるというためには，保証により引
受けの対象とならないリスクを予め告知しておく必要があるというべきである。
3 ．原判決（那覇地判平成23・ 2 ・ 8 金判1381号46頁・請求認容）
⑴①　本件融資制度は，創業資金を融資するものであるという性質から，その
融資及び信用保証の実行についての審査は，自己資金の額及び償還能力の他は，
融資申込者の開業準備行為を対象にするほかなく，融資申込者らにおいて営業
の実態を有するか否かを対象とすることができないものであって，融資後，融
資金が実際に創業及びその後の営業のために使われない事案を事前に排除しえ
ないものというべきである。
②　Ｙは，このような，本件融資制度に特有なリスクを認識した上で，……債
務者らに対する融資の信用保証の適否について，独自に審査し，貸し倒れのリ
スク判断をした上で，信用保証すべきとの判断をしているといえ，Ｙにおいて，
直ちに本件各保証契約の意思表示をするにあたり，重要な前提事実に誤信があ
ったとまではいえない。
③　また，本件各保証契約の締結に至る過程において，Ｘが，債務者らにおい
て，創業の意図がなく，融資金を詐取する目的で融資ないし信用保証の申込み
をしていると認識していながら，あえてこれをＹに伝えなかったというような
事情は認められないし，債務者らにおいて，そのような意図の下に融資ないし
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信用保証の申込みをしていることをうかがわせるような事情を知りながら，こ
れをＹに伝えなかったというような事情も認めることができない。
④　……債務者らにおいて，創業の意図の下に本件融資制度に基づく融資を得
ようとしているのか，あるいは，開業準備を仮装して融資金を詐取しようとし
ているのかについての判断に資する資料，情報のほとんどは，ＸとＹ間におい
て共有されていたといえるのであり，この点の判断についての情報がＸに偏在
していたというような事情も認めることはできない。そして，ＹがＸに対し，
開業準備を仮装して融資金を詐取する案件を本件融資制度の対象から除外すべ
く，融資申込者が真実創業のために融資及び信用保証の申込みをしているかに
ついて，慎重な審査をすることを申し入れていたというような事情も認めるこ
とができない。
⑤　さらに，ＸとＹとの間の本件各保証契約の約定書には，Ｙは，Ｘが保証契
約に違反したときは，保証債務の履行につきその全部又は一部の責を免れる旨
の定めが設けられており，融資申込者による資金使途違反が生じた場合は，こ
の「保証契約に違反したとき」に該当するものと解されており，Ｘの故意又は
過失による資金使途違反が生じた場合に限り，Ｙにおいて，保証債務の免責を
主張することができるとされている。
⑵　本件における債務者らのように，当初から創業の意図はなく，融資金を詐
取する意図の下に開業準備を仮装して融資金の交付を受けるような事案も，上
記融資後，融資金が創業及びその後の営業のために使われない事案の一類型に
属するものであることを併せて考慮すれば，本件融資制度のもとにおいて，融
資申込者において，真実創業の意図はなく，開業準備を仮装してされた融資の
申込みについては，Ｙによる信用保証の対象にはならないことが，本件各保証
契約の当然の前提になっており，法律行為の内容となっていたとまで認めるこ
とはできないから，本件各保証契約におけるＹの意思表示は，法律行為の要素
に錯誤があったものということはできない。
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4 ．本判決（控訴棄却）
　Ｙの控訴にかかる控訴審判決（本判決）の判決理由は次の通りである。
⑴　「本件各保証契約に際し主債務者が真実創業の意思を有していたか否かに
ついてＹの認識と事実との間に食い違いがある。このように動機に関する事実
につき錯誤がある場合であっても，法律行為の要素の錯誤に該当する可能性が
ある。そして，これが法律行為の要素の錯誤に当たるか否かを判断するに当た
っては，本件各保証契約に表れた当事者の意思を考慮しなければならない」と
述べた上，本件においては，「主債務者の債務不履行や資金使途違反が生じた
場合についての契約の解釈から，本件のような主債務者による貸金詐取の事態
が生じた場合の当事者の意思を推認すれば，主債務者が真実創業の意思を有す
ることが法律行為の要素となっているとは判断できない」として，結局，本件
各保証契約において法律行為の要素に錯誤があったとはいえないとする。そし
てこのことは「Ｙが主債務者に対して請求する保証料が貸金を詐取する事案を
想定したものではないとしても，上記判断を左右しない」のである。
⑵　この理由は，
①　本件各保証契約の内容は，債務者らが債務不履行に陥る原因・理由に何ら
の限定もなく，債務者らによる不履行が生じた場合には，Ｘに契約違反等の帰
責事由があるときを除いて，ひろくＹに当然に履行義務が生ずるものとされて
いる。
②　本件融資制度は，中小企業の事業活動に必要な資金の融資の円滑化を図っ
て，沖縄県内中小企業の振興に寄与するという沖縄県中小企業振興資金融資制
度の目的を融資申込者の創業の場面で実現することを図る制度であり，Ｙによ
る信用保証の対象となるのは，創業に着手していることが客観的に明らかでか
つ事業を開始する者とされているものの，創業のための融資であるという性質
から，開業に向けた準備行為が認められれば基本的に融資を受ける資格を有す
るものとされている。したがって，もっぱらこのような開業に向けた準備行為
が行われているかどうかという点をもって融資申込者が真実創業の資金にする
ために本件融資制度を利用しようとしているか否かの判断をするほかないので，
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上記審査の範囲ないし内容の正確性には自ずからなる限界があるということが
できる。
③　Ｙは，専門機関として，中小企業等のために信用保証の業務を行い，もっ
てこれらの者に対する金融の円滑化を図ることを目的とする法人であり，Ｙが，
本件融資制度において信用保証を実行するかについての判断をするにあたって
は，創業する事業が本件融資制度の対象事業か，所要資金の20パーセントを自
己資金でまかなえるか，融資金の使途目的が適切か，償還可能か等を検討し，
保証機関として独自に判断をしている。
④　本件融資制度が創業資金を融資するという性質から，その融資及び信用保
証の実行についての審査は，融資申込者らにおいてその当時に営業の実態を有
するか否かを対象とすることができず，融資申込者の開業準備行為を対象にす
るほかない。したがって，融資金が実際に創業及びその後の営業のために使わ
れない事案を事前に排除できない。
Ⅲ　検　　討
1 ．問題点
　本件は，Ｘ（銀行）がＹ（信用保証協会）に保証債務の履行を請求したのに対
し，Ｙが，保証の対象となる主債務者は創業に着手していることが客観的に明
らかで，かつ，事業を開始する者であることを要するのに，創業着手の事実も
事業開始の事実もない者であったとして，保証契約の錯誤無効を主張してこれ
を争った事件である。原判決・本判決はともに要素の錯誤の成立を否定して，
Ｘの請求を認容する。その理由について，原判決と本判決とで若干の相違が見
られる。すなわち，主債務者に創業意思があることが，保証契約の当然の前提
になっており，法律行為の内容となっていたとまで認めることはできないとす
るのが原判決であり，本判決は，主債務者に創業意思があることを保証契約の
動機として，この動機の錯誤が法律行為の要素になっていない旨を，本件保証
契約に表れた当事者意思を推論することを通じて明らかにする。
　保証契約において，保証人の錯誤が問題になった従前の判例として，他に連
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帯保証人がある旨の債務者の言を誤信して，連帯保証をした場合についての保
証人の誤認を動機の錯誤とするものが最上級審の判断として著名である。また，
下級審では，主債務者の資力があると信じたこと，根保証契約に署名したが特
定の債務のみを担保するものと信じたこと，他に保証人（または担保）がある
と信じたこと，新たな保証（担保差入）によって，既存の保証（担保）が解除さ
れるものと信じたこと，保証（担保提供）に応じれば未回収の債権を回収でき
るものと信じたことなども，動機の錯誤として取り扱われており，そして，前
掲・東京高判平成19・12・13と共に，本件もこれらに新たな事例を加えるもの
である。
　本件の原判決・本判決の上述の理由付けの若干の相違は，単に表現上のもの
でしかないのか，あるいは実質的なものなのか，動機の錯誤の法律構成を踏ま
えて明らかにする必要があろう。これに関して，本判決は，保証委託者が融資
金の詐取を図ったという事案で，これに信用保証協会が気付かなかったという
ことだけから動機の錯誤として，保証契約の重要な要素であるかどうかという
判断をする従前の裁判例のような論理構成を取ることなく，「動機の錯誤が保
証契約の重要な要素であるかどうかを観念論的に判断してきたきらいがある従
前裁判例を乗り越えて，保証契約の本質を考察して具体的妥当性を図った判決
として高く評価」する向きもあり，この妥当性の根拠がその論理構成とともに
検討される必要があろう。
2 ．動機の錯誤の法律構成
⑴　二元説と一元説
　動機の錯誤の法律構成については，二元説と一元説がある。二元説は，戦前
からの判例のとる見解で，戦後においても，「意思表示をなすについての動機
4）
5）
6）
7）
最一小判昭和32・12・19民集11巻13号2299頁。
吉田光碩「錯誤による保証否認」法時63巻 9 号95頁（1991年）。なお，保証契約と要素の錯誤
の問題に関する判例分析としては，小林俊之『錯誤の総合判例解説』59頁以下（2005年，信山
社），中舎寛樹「保証取引と錯誤」法政論集201号302頁以下（2004年）等を参照。
小沢征行「信用保証協会の錯誤無効の主張を認めなかった判決」金法1946号 5 頁（2012年）。
4）
5）
6）
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は表意者が当該意思表示の内容としてこれを相手方に表示した場合でない限り
法律行為の要素とはならないものと解するのを相当とする」（最二小判昭和29・
11・26民集 8 巻11号2087頁）とか，「一般に，錯誤が意思表示の要素に関するも
のであるというためには，その錯誤が動機の錯誤である場合には動機が明示さ
れて意思表示の内容をなしていること及びその動機の錯誤がなかつたならば通
常当該意思表示をしなかつたであろうと認められる程度の重要性が認められる
ことを要するものと解すべき」（最二小判昭和45・ 5 ・29判時598号55頁）と判示さ
れているとことからも明きらかなように，動機の錯語を意思表示の錯語と区別
して，動機が表示され意思表示の内容になっている場合に，動機を錯語無効の
対象とするものである。
　これらによれば，保証契約において保証人の動機に錯誤がある場合は，その
動機が相手方に表示され意思表示の内容になり，もし錯誤がなかったなら保証
契約をしなかったであろうと認められる場合は要素の錯誤となると解されるこ
ととなる。判例を支持して二元説をとる学説は，動機が表示されたかどうかを
重視する伝統的通説に対して，法律行為の内容になっていたかどうかを重視す
る立場に分かれている。
　一元説は，意思表示の錯語と動機の錯語の区別を否定し，表意者，保証契約
においては保証人の誤認・動機が表示され意思表示の内容になっていたかどう
かは問題にせず，保証人の誤認・動機が重要であったかどうかにより，要素の
錯誤に該当するかどうかを決定することとし，そして相手方の信頼保護とのバ
8）
9）
戦前のリーディングケースになった判例として，大判大正 3・12・15民録20輯1101頁があげら
れる。
我妻榮『新訂民法総則』297頁（1965年，岩波書店）。
本文に掲げた判例は，この立場に立つものであるが，伝統的通説に従い，動機の表示を重視す
る判例も少なくなく（最三小判昭和38・ 3 ・26判時331号21頁，最一小判平成元・ 9・14判時
1336号93頁ほか），判例の見解は一様ではない。動機の表示を重視する立場は，信頼主義（相手
方の正当な信頼を保護するという考え方で，錯誤を考慮してよいのは，相手方に正当な信頼がな
い場合に限られるとする立場）を基礎にするもので，合意主義（双方の当事者のした合意を尊重
するという考え方で，合意に関する錯誤は考慮されるとしても，合意に関しない錯誤は考慮され
ないとする立場）による場合との違いが指摘されている（山本敬三『民法講義 I 総則［第 3
版］』183・188頁（2011年，有斐閣）。なお，同「民法改正と錯誤法の見直し－自律保障型規制と
その現代化」曹時63巻10号10頁以下（2011年）も参照。佐久間毅『民法の基礎 1総則〔第 3
版〕』156頁（2008年，有斐閣）も同旨を述べる。）。
7）
8）
9）
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ランスを図るため相手方の善意・悪意や過失（認識可能性）を問題にすべきと
する。現在の多数説である。
　以上に対して，本件のように，保証契約における保証人の意図（契約内容）
と事実との相違をめぐる問題について，これを「錯誤として構成するのは保証
取引における仮託」とみてこのような法律構成を排除し，「保証委託の委託内
容に事実との齟齬があった場合には，保証契約の効力が否定される」べきであ
るとし，「保証委託関係の内容が保証契約の『解除条件』となる」とする法律
構成が提案されている。これによれば，本件においては，主たる債務者に創業
意思のあることが保証契約の前提となり，これが存在しなかったことが解除条
件になるかどうかが問題とされる。現実を直視した簡明な構成であるが，当事
者意思と乖離しているように思われる。
　なお，95条但書の適用について，表意者と共に相手方も錯誤に陥っている場
合（共通錯誤）は，表意者に重過失があっても無効の主張ができることとされ
ており，本件もこの場合に該当するが，要素の錯誤が認められなかったため，
この点を問題にする余地はなかった。
　二元説・一元説いずれの立場に立つかによって，錯誤によって保証人の意思
表示が無効となるための要件事実が異なり，前者では，①法律行為の要素に動
機の錯誤があること，②動機が意思表示の内容として表示されていること，③
10）
11）
12）
川島武宜『民法総則』289頁以下（1965年，有斐閣），内田貴『民法 1総則・物権総論［第 4
版］』70頁以下（2008年，東大出版会），近江幸治『民法講義Ⅰ民法総則［第 6版補訂］』217頁
（2012年，成文堂 .），河上正二『民法総則講義』348頁（2007年，日本評論社）ほか。認識可能
性を要件とすることを批判する見解として，川島武宜・平井宜雄編『新版注釈民法⑶総則⑶』
417頁［川井健］（2003年，有斐閣），中舎寛樹『民法総則』209頁（2010年，日本評論社）がある。
また，一元説によっても認識可能性を要件とせず，その錯誤がその法律行為にとって重要性を有
するかどうかの判断のみにかかからせる立場もある（四宮和夫・能見善久『民法総則［第 8
版］』216頁以下（2010年，弘文堂））。さらに，認識可能性説について，相手方の正当な信頼を保
護するという考え方から，錯誤を考慮するための要件を考えようとする見解であり，伝統的の動
機表示構成と同様，信頼主義によるもので，これによれば，動機の表示ないし認識可能性さえあ
れば，錯誤無効の主張が認められ，例えば事実についての認識を誤っても，それは各当事者が負
うべきリスクに属するのが原則であるにもかかわらず，相手方のリスク負担とされ，適切ではな
い結果になると言われている（山本・前掲書200頁，同・前掲論文16頁）。
中舎・前掲5）318～319頁。基本的にこの立場に賛意を示すものとして，伊藤栄樹「東京高判
平成19・12・13判批」愛知学院大学論叢法学研究50巻 1 号151頁（2009年）がある。
内田・前掲10）76頁以下。
10）
11）
12）
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表意者に重大な過失がないことが要件となるが，後者では，①法律行為の要素
に錯誤があること，②錯誤等につき融資金融機関の認識可能性（悪意または有
過失）があったことが要件となって無効の主張が根拠付けられることになる。
⑵　近時の判例の見解
　ところが，近時の最高裁判例において，二元説・一元説いずれの立場にも与
しないのではないかと思われるものが出てきた。最二小判平成14・ 7 ・11金法
1667号90頁・判時1805号56頁・判夕1109号129頁・金判1159号 3 頁がそれであ
る。特定の商品の代金について立替払契約が締結され，同契約に基づく債務に
ついて保証契約が締結された場合において，立替払契約は商品の売買契約が存
在しないいわゆる空クレジット契約であって，保証人は保証契約を締結した際，
これを知らなかったなどとして，保証人が保証契約の錯誤無効を主張した事案
である。判決は，「保証契約は，特定の主債務を保証する契約であるから，主
債務がいかなるものであるかは，保証契約の重要な内容である」として，「主
債務が，商品を購入する者がその代金の立替払を依頼しその立替金を分割して
支払う立替払契約上の債務である場合には，商品の売買契約の成立が立替払契
約の前提となるから，商品売買契約の成否は，原則として，保証契約の重要な
内容であると解するのが相当である」ことを根拠に，本件保証契約における意
思表示は法律行為の要素に錯誤があったとする。
　本事件の保証人の錯誤は，内心的効果意思と表示の食い違いではないので表
示行為の錯誤とはいえず，動機の錯誤である。しかし，判決は，動機の表示ま
たはその契約内容化の有無を問題にせず，商品売買契約の成否は保証契約の重
要な内容であるとして，商品引渡しのない空クレジットを商品引渡しが行われ
た正規のクレジットであると誤信した行った意思表示は，要素の錯誤になると
する。これについて学説は，二元説の立場から，動機の表示が不要になる場合
13）
14）
例えば，村田渉・山野目章夫編『要件事実論30講［第 3版］』180～181頁［村田渉］（2012年，
弘文堂）参照。
鹿野菜穂子「保証人の錯誤－動機錯誤における契約類型の意味－」小林一俊先生古稀記念論集
『財産法諸問題の考察』146頁（2004年，酒井書店）。
13）
14）
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がある旨を示した判例と評価し，一元説の立場から，保証人の錯誤が重要であ
ったことから要素の錯誤が肯定されたと解するなど，その拠って立つ立場によ
って異なる評価がされている。
　いずれにせよ，保証人の主債務の態様に関する錯誤について，動機の表示を
要求することなく，この動機が合理的意思解釈（または黙示の表示）によって契
約内容とされた場合，要素の錯誤の成立を認めることが肯定されたものと思わ
れる。そして，この理は，保証契約において，保証人の動機に錯誤があった場
合一般の問題にも敷衍することができる。
⑶　民法（債権法）改正の議論
　なお，平成23年 5 月に公表された「民法（債権関係）の改正に関する中間的
な論点整理」に基づく法制審議会民法（債権関係）部会の審議では，動機の錯
誤のうち要素の錯誤となり得るものを絞り込むための要件について，「表意者
が事実を誤って認識し，その認識が［表示されて］法律行為の内容とされたこ
とを要する旨の規定を設けるものとする」とする甲案と，「表意者が事実を誤
って認識し，それに基づいて意思表示をしていること［又は錯誤に陥った事項
が表意者にとって重要であること］を相手方が認識し，又は認識することがで
きたことを要する旨の規定を設けるものとする」とする乙案が提示されている
（平成23年 7 月26日第30回会議部会資料27・民法（債権関係）の改正に関する論点の
検討⑴による）。ここでは，甲案が近時の判例の見解と整合的である。
3 ．信用保証協会の保証契約の錯誤無効を肯定した先例
　類似する先例として，信用保証協会の保証契約について，「融資対象者が，
15）
16）
17）
鹿野・前掲14）155頁，高嶌英弘「動機の錯誤に関する判例法理（中）」法教305号101頁（2006
年）。
野村豊弘「判批」リマークス28号17頁（2004年）。
渡邊・前掲1）98頁。最近の学説も同様に，当事者の当然の前提とする錯誤された事実につい
て，判例の立場は，「その前提を契約内容に反映させることで，契約と事実の齟齬を錯誤の枠組
みへと取り組む」ものと理解する（北居功「民法改正と契約法・契約の前提」法セミ691号111頁
（2012年））。
15）
16）
17）
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企業としての実体を有する中小企業者であること」について錯誤があったとし
て，要素の錯誤によりこれを無効とした下級審裁判例が 2件ある。
⑴　東京地判昭和53・3・29判時909号68頁
　Ｘ（銀行）の外交部門担当Ｏは，Ａ社から電話で銀行取引の申込を受け，Ａ
社の事務所でＰと会つたところ，Ｐは種々Ａ社の事業内容を説明し，手形割引
によって調達した資金で鋼材を安く現金買いしたい，Ｙ（信用保証協会）の保
証を金1000万円とるから，その範囲内でやつてもらいたい旨申し出た。Ｏは，
Ｐの説明と興信所の調査書の記載内容により，業績等からしてＹの信用保証が
得られれば金融ベースに乗ると判断し，ＸはＡ社と銀行取引を開始し，併せて
前記調査書に基づき信用保証申込書，信用調査書等関係書類，Ａ社の信用保証
委託書，最近の損益計算書，貸借対照表，納税証明書を添付してＹに郵送した。
後日，ＯはＰから，Ｂ社・Ｃ社の紹介を受け，Ｘと銀行取引を開始し，Ｙに信
用保証を依頼した。
　ＹはＸから提出されたＡ社・Ｂ社・Ｃ社の信用調査書等各書類の内容を机上
調査した結果，本件 3社は営業実績がある中小企業者であり，かかるＡ社ほか
2社が営業上取得したいわゆる商業手形であれば割引に適すると判断し，かつ
本件各契約にはその締結の必要条件となつている連帯保証人もついていたこと
から，保証契約を締結した。
　しかし，Ａ社・Ｂ社・Ｃ社は，ＰらがＹの信用保証付手形割引の名目でＸか
ら金員を騙取しようとして作り出した，単に登記簿上存在するだけの資産等実
体皆無の会社であり，Ｐらは納税証明書や興信所の調査書を偽造し，これらと
つじつまの合うように最近の損益計算書，貸借対照表を作出してＸに提示した
こと，Ｘが割引いた手形はすべて融通手形であつたこと等が判明した。
　ＸはＡ社・Ｂ社・Ｃ社の割引手形が不渡りになったので，Ｙに対して保証債
務の履行を請求したところ，Ｙは，Ａ社らは何らの事業を行っていない会社で
あり，割引手形も融通手形であったとして，保証契約が要素の錯誤で無効であ
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るとして争った。
①　要素の錯誤の成否
　「Ｙが行う信用保証の対象となる中小企業者とは，その事業を一定期間継続
して営業している実績のあるものに限られており，従来のＸＹ間の取引もいず
れも右のように実績のある中小企業者を対象としたものであつた。また，信用
保証の対象となる手形はすべて営業上の取引によつて正当に取得した約束手形
又は為替手形に限られ，金融を受ける手段として第三者から交付された融通手
形は含まれない取扱いであること（この事実は当事者間に争いがない。）も本件各
契約締結にあたりＸの充分承知しているところであつた。」「右認定の各事実を
合わせ考えると，Ｙの本件各契約による信用保証の意思表示は，その重要な部
分に要素の錯誤があるというべきである。」
②　重過失の有無
　「本件各契約は金融機関経由保証という形態に属するものであるが，金融機
関経由保証とは，金融機関に融資を申込んだ中小企業者の担保力，信用が所要
借入額に比して不足するが信用保証協会の信用保証が得られれば金融ベースに
乗せうると金融機関が判断した場合に，金融機関から信用保証協会に対し保証
を依頼してくる方式で，この場合は，金融機関から融資申込人についての細部
に亘る信用調査書（本社所在地，営業所（工場）所在地，資本金，従業員，営業
年数，営業状況，金融機関との預金，貸出等取引状況，納税状況，借入金，代
表者の略歴人物評，営業の経過状況等が記載してある。）が作成提出され，そ
れに金融機関の所見も書き加わえられるほか，最近の損益計算書，貸借対照表，
納税証明書等も添付されてくること，そして，右信用調査書は，業者と取引を
開始するに当つて金融機関が業績等実態を仔細に調査して作成することとされ
ているものであることから，信用保証協会としては，右信用調査書を信頼しそ
れを重要な資料としたうえ損益計算書，貸借対照表，納税証明等を検討し，必
要があれば電話で金融機関や中小企業者に照会して審査するところの，いわゆ
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る机上調査によることが自ら実地調査を実施することに比べてより適切且効果
的であり，延いては金融機関と信用保証協会との相互信頼にもつながるし，ま
た資金繰の急を要する中小企業者の助成にも資するものであること，本件各契
約に際してもＹは机上調査を行つていることが認められ，右認定を覆すに足り
る証拠はない。」「右認定事実によれば，信用調査書の作成にあたる金融機関こ
そ誠実に業者の実態をありのままに調査報告することが期待されるところであ
つて，Ｙが金融機関経由保証申込の審査に関し机上調査を原則とするのは実情
に照らし相当であり，本件各契約に際してもＹはその調査を怠つているとはい
えないのであるから，ＹにはＸ主張の重大な過失はなく……」
⑵　東京高判平成19・12・13金法1829号46頁
①　Ａ社代表者であるａは，金融業者への返済資金や遊興費を入手するため，
Ａ社の決算報告書をねつ造し，取引先会社名でＡ社名義の預金口座に振り込み
をするなどして取引が行われているような外観を作出し，また実際に法人税を
申告納税するなどして，Ａ社に企業実体を有するかのように装い，その運転資
金の融資名下に金員を騙取しようと企て，以下の貸付を受けた。（なお，ａは，
その後，本件貸付に係る詐欺罪等により，懲役 6年の実刑判決を受けた。）
②　第 1貸付の実行
　Ａ社ａから信用保証協会保証付融資の申込を受けたＹ銀行は，Ａ社を審査の
上，Ｘ信用保証協会に対し信用保証依頼書等を送付した。Ｙ銀行はＸ信用保証
協会から，Ａ社は延滞の常習先であり，現在も 1回延滞中であるので本件を否
決するとの連絡を受けたので，Ａ社ａに対し融資をすることはできない旨を連
絡した。ところが，ａがＸ信用保証協会の担当者と直接交渉し，その後，Ｘ信
用保証協会からＹ銀行にＡ社に対する信用保証について継続審査する旨の連絡
があった。その当時，Ａ社はＹ銀行以外からＸ信用保証協会保証付融資を受け，
延滞していたが，上記連絡直後に延滞は解消された。そこで，Ｘ信用保証協会
は，Ｙ銀行に対して信用保証書を送付し，Ｙ銀行は，それ以上の独自調査をす
ることなく，中小企業金融安定化特別保証制度要綱に基づく金融環境変化対応
事案の概要
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資金保証制度による運転資金の融資2000万円を実行した。
③　第 2貸付の実行
　Ａ社は，商工会議所を経由（斡旋）してＹ銀行に融資の申込みを行い，Ｙ銀
行で審査の上，Ｘ信用保証協会に信用保証依頼書等を送付した。Ｘ信用保証協
会の担当者は，書類審査に併せてａと面談するなどし，Ａ社の税務申告書に誤
りがあるのを発見したが，そのことについては後日更正申告する旨の確約書を
提出させることで決着させた。Ｘ信用保証協会は，Ｙ銀行に信用保証書を送付
し，Ｙ銀行は，Ａ社に対して県事業資金制度による運転資金の融資2000万円を
実行した。
④　Ａ社が②の貸付金の弁済，③の貸付の利息の支払を怠ったため，Ｙ銀行は
Ａ社の期限の利益を喪失させ，Ｘ信用保証協会は合計4070万0820円を代位弁済
を行った。そこで，Ｘ信用保証協会はＹ銀行に対して，第 1貸付・第 2貸付の
保証契約は，いずれもＡ社に企業実体があると信じて行ったものであるので，
錯誤により無効であると主張して，不当利得返還請求権に基づき，代位弁済金
全額とこれに対する遅延損害金の支払を求めた。第一審のさいたま地判平成
19・ 6 ・ 6 はＸの請求を全部認容したので，Ｙ銀行が控訴した。
①　要素の錯誤の成否
　「Ｘは，信用保証協会法により，その業務として，中小企業者が銀行である
Ｙから借り受けた運転資金の返還債務を保証するととができるが，その中小企
業者は企業としての実体を有することを当然の前提としており，中小企業者と
しての実体がなければ信用保証の対象とならないことは，融資を実行する金融
機関であるＹにおいても当然のこととして熟知していたものということができ
るから，中小企業者が企業としての実体を有することは，Ｘが保証をするため
の重要な要素であるということができる。そして，Ｙから本件貸付（第 1貸付
及び第 2貸付）を受けたＡ社は，本件保証契約及び本件貸付がされた当時，企
業としての実体がなかったものであり，それにもかかわらず，ＸはＡ社が企業
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実体を有するものと信じていたということができるから……本件保証契約は，
Ｘにおいてその重要な部分に要素の錯誤があった」
②　重過失の有無
　「金融機関経由保証においては，もちろん，最終的にはＸがその保証契約に
ついて自らの判断と責任においてこれを行うべきものではあるが，しかし，そ
の際には，申込人の企業実体の有無について金融機関の側で既に厳正な審査が
なされていることを前提として自らの調査を行うことが許され，金融機関から
送付された信用保証依頼書等についての書面調査や必要に応じて行われる面接
調査によって明らかになった事実及びＸにおいて特に認識していた事実を踏ま
え，申込人の企業実体について疑問を抱くべき特段の事情のない限り，上記の
調査のほかに更に自ら実地調査を含めたより精緻な調査を行うことまでは必要
ではなく，その結果，Ｘにおいて申込人に企業実体があると誤信したとしても，
もはやその錯誤については重大な過失があるとはいえないというべきである」。
　そして，Ａ社は「巧妙に企業実体を有するかのように装っていたのであって，
これをＸが看破することは極めて困難であったといわざるを得ない」こと
（［事案の概要］①），いったん否決した案件の再審査であるという事情（［事案の
概要］②）は「ＸがＡ社の申込みをいったん否決したのは，Ａ社がＭ銀行から
の先行融資の分割返済を延滞した事実があったからであるところ，延滞それ自
体が企業実体の存在を疑わせるものでない」こと，Ａ社の税務申告書の誤りな
ど（［事案の概要］③）は，Ｘにおいて，「決算報告書の誤りについてはこれを訂
正させるとともに法人税の修正申告をさせ，再度誤りが発見されると税理士に
決算報告書を見てもらうよう指導し，税務当局に対する更正の請求については
時間がかかるとのＡ社の説明を踏まえてこれを融資後に行うことを確約させる
など，一応の対応をとっていた」ことなどから，「Ｘが自ら実地調査を含めた
より精緻な調査を行うべき特段の事情があったとは認められず」，したがって
「Ｘが本件保証契約を締結する際にＡ社の企業実体について通常要求される調
査義務を怠ったとはいえないから，Ｘが錯誤に陥ったことにつき重大な過失が
あったとはいえない。」
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⑶　両先例の判断構造
　要素の錯誤の成否に関しては，それぞれの判旨の①に示したとおりであり，
本判決の検討にあたってはここが重要である。すなわち，⑴判決は，Ｙが行う
信用保証の対象となる中小企業者は，その事業を一定期間継続して営業してい
る実績のあること，そして信用保証の対象となる手形はすべて営業上の取引に
よつて正当に取得した約束手形等に限られることであり，これら信用保証協会
が保証する動機に錯誤があることを認め，これをＸも充分承知していたのに，
実際はそうではなかったとして，「Ｙの本件各契約による信用保証の意思表示
は，その重要な部分に要素の錯誤がある」とするものである。認定事実を前提
にすると二元説の立場に立っていると言われているが，動機の表示の要件は，
前掲・最二小判平成14・ 7 ・11と同様，かなりの程度拡大されている。
　⑵判決も，「融資対象者が，企業としての実体を有する中小企業者であるこ
と」について錯誤があった場合も動機の錯誤になり，前掲・最二小判平成14・
7 ・11と同様，動機が合理的意思解釈（または黙示の表示）によって契約内容と
することができる場合であるので，その重要性と相俟って，要素の錯誤の成立
を認めるという立場に立つものである。
　いずれも現実についての認識を合意の内容に取り込み，その認識に誤りがあ
れば，このようにして成立した当事者の合意に民法95条を適用して，相手方に
リスクを転嫁することを正当化するもので，前述の近時の判例の見解に沿うも
のであり，また，これはⅢ－ 2－⑶で紹介した民法改正に関する論点の検討に
18）
19）
20）
伊藤進『信用保証協会保証法概論』111頁（1992年，信山社）。これに対し，「保証契約の内容
について認定した事実に基づいて，Ｙの意思表示は，その重要な部分に要素の錯誤があると評価
しているに過ぎないため，二元論・一元論という枠組みの中に位置づけるべき必然性はない」
（伊藤・前掲11）144頁）とする立場がある。
これを疑問とし，人の同一性の錯誤に近いとする見解がある（滝沢昌彦「判批」リマークス
2009上12頁）。
渡邊・前掲1）96頁。これに対し，伊藤・前掲11）154頁では，⑴判決と同様に，「二元論ない
し一元論に立ったと解すべきではない」として，「本判決は，契約法（法律行為法）アプローチ
の観点から，金融機関と保証協会との関係，とりわけ金融機関経由保証であることに着目し，保
証契約の解釈を行っていると解すべきである」とされている。なお，前掲3）の神戸地姫路支判
平成24・ 6 ・29は，黙示の表示を積極的に認定し，「（主たる債務者が）反社会的勢力ではないの
で保証するということは，意思表示の内容となっていたと認められる」と判示し，本判決と異な
る法律構成をとる。
18）
19）
20）
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おいて甲案として示された立場にほかならないように思われる。
4 ．本判決の判断構造
　本件の原判決は，「融資申込者において，真実創業の意図はなく，開業準備
を仮装してされた融資の申込みについては，Ｙによる信用保証の対象にはなら
ないことが，本件各保証契約の当然の前提になっており，法律行為の内容とな
っていたとまで認めることはできない」として，主債務者に創業意思があると
いう保証人の動機は，保証契約の当然の前提であり，それ故これが法律行為の
内容になっていないことを根拠に，要素の錯誤の成立を否定した。
　これに対して，本判決は，主債務者が真実創業の意思を有していたか否かに
ついてＹの認識と事実との間に食い違いを「動機に関する事実につき錯誤があ
る場合」として，「主債務者の債務不履行や資金使途違反が生じた場合につい
ての契約の解釈」に基づき，動機に関する事実に該当する主債務者に創業意思
が，法律行為の要素となっていないとするものである。このような結果の根拠
となる契約の解釈は，本判決Ⅱ－ 4－⑵①～④に述べるとおりであり，これら
の考慮要因が具体的に明らかにされ，これに基づく解釈が行われたことが注目
されるところである。（ただし，個々で指摘されている考慮要因は，あくまで本件事
案限りのものであり，一般化できるものではないことはいうまでもない。）
　本件の原判決・本判決はいずれも，動機の錯誤について，その動機が合理的
意思解釈（または黙示の表示）によって契約内容とすることができる場合は，そ
の重要性と相俟って，要素の錯誤の成否を判断するという，前項の先例と同様
の立場に立つものと思われるが，本判決では，さらにここでいう合理的意思解
釈の内容が契約の解釈として具体的に示されたことが注目されよう。
21）
誤った認識が合意の内容をなすことにより，合意そのものが瑕疵を帯びることになり，このよ
うな場合に錯誤を認めるという意味で，合意主義と呼ばれる（山本・前掲書9）200頁，同・前掲
論文9）18～20頁）。
21）
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Ⅳ　本判決の評価
　「創業意思」があるかどうかの誤認も，「企業としての実体」を有するかど
うかについての誤認と同様，動機の錯誤に該当すると解するのが適当であろう。
いずれも，信用保証協会は，創業者または実体ある企業に対する融資を保証す
るという内心的効果意思をもって，その旨の保証書の交付（保証契約締結の意思
表示）をしているからである。
　そうすると本件では，すでに述べたように，動機が合理的意思解釈（または
黙示の表示）によって契約内容になっているかどうかが問題にされ，原判決・
本判決とも結論としてこれを否定するものである。主債務者に創業意思を有す
るとの認識に誤りがあり，これが保証契約において当事者の合意の内容になっ
ていたとはいえないとする判断は，やむを得ないところであろう。
　ただし，この結論に対しては，政策的保証である特質を考慮して，被保証資
格のない者に対する保証は政策目的の達成できる信用保証ではないことを理由
に常に無効になるとする立場にも一定の配慮が必要と思われ，この種事案の処
理において，常に保証協会がそのリスクを負担するという本判決の立場は今後
に問題を残すことになろう。
　しかし，だからといって，金融機関の融資業務においては，借受人の事業内
容や財務状況・資金繰り・収益力などの把握は，融資する金融機関の責任であ
るとしても，金融機関が借受人のすべてについて検証できるわけでもないので，
担保・保証というリスクヘッジが行われていることからして，前掲東京地判昭
和53・ 3 ・29および東京高判平成19・12・13のように，金融機関から伝達され
た情報が誤っていることにより保証人が錯誤に陥れば要素の錯誤の成立を認め，
金融機関にリスクの分担を強いるという構成は，保証人が消費者の場合などそ
22）
23）
椿寿夫・伊藤進『法人保証の研究』80頁［伊藤進］（2005年，有斐閣）。
保証協会は，2007年 8 月「信用保証協会信用保証約定書例の解説と解釈指針（第 9条～第11
条）」（金法1818号38頁参照）において，「例えば中小企業者ではない者が中小企業者を偽装して
保証を申し込んだ場合等，錯誤（民法第95条）により保証契約が無効となる場合がある」とし，
無資格者を主債務者とする保証について，その基本的な立場を明らかにしている。
22）
23）
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の保護に一定の配慮を要すべき場合などを除いて，要素の錯誤の要件論として
はやや行過ぎ感があるように思われる。主たる債務者が反社会的勢力であった
ことについて，信用保証協会の保証契約に要素の錯誤があったとして，その無
効を認めた前掲神戸地姫路支判平成24・ 6 ・29も，上述の観点からは，同様の
評価がされるだろう。
　本判決が動機の錯誤が要素の錯誤になるかどうかを判断するにあたってとっ
た契約の解釈をもってすれば，以上の観点も，信用保証協会と銀行との契約内
容の一部として考慮されることを認める論理構成も，あり得るところであり，
そうすると，本判決の結論がそのまま維持できるかどうかは改めて検討を要す
ることとなろう。本判決は，こういった可能性を示唆したことで，この種問題
解決の合理性に資すことになるように思われる。
24）
一般的な問題として，消費者契約法等が適用できないとき，消費者保護を図るため，錯誤無効
により解決を図ろうとする見解（山下純司「錯誤の現代的意義」内田貴・大村敦志編『新・法律
学の争点シリーズ 1民法の争点』69頁（2007年，有斐閣））も注目される。
24）
